
【数値目標】

No. 主管課 目標となる指標
平成29年度

実績
平成30年度

目標
平成30年度

実績
令和元年度

目標
令和元年度

実績
令和2年度

目標
令和2年度

実績
令和3年度

目標
令和3年度

実績
債権の概要・性質、(目標未達成の債権についてはその理由)

収納率 96.9％ 97.0％ 97.3％ 97.4％ 97.7％ 97.8％ 97.7％ 97.8％ 98.1％

収入未済額
（千円）

604,727 - 530,002 - 493,857 - 484,271 - 382,815

収納率 76.3％ 76.9％ 78.4％ 79.0％ 80.2％ 81.0％ 80.9％ 81.1％ 82.8％

収入未済額
（千円）

938,634 - 785,881 - 701,531 - 644,620 - 497,675

納付件数 49件 59件 45件 46件 70件 55件 91件 70件 128件

収入未済額
（千円）

24,537 - 26,400 - 37,168 - 51,823 - 67,505

収納率 97.4％ 97.4％ 97.6％ 97.6％ 97.6％ 97.6％ 97.7％ 97.7％ 98.0％

収入未済額
（千円）

51,705 - 49,826 - 48,986 - 46,197 - 43,209

収納率 93.6％ 94.6％ 93.6％ 94.6％ 92.1％ 94.6％ 88.8％ 92.3％ 91.9％

収入未済額
（千円）

25,542 - 25,648 - 23,325 - 19,014 - 14,446

収納率 99.2％ 99.2％ 99.1％ 99.2％ 98.9％ 99.1％ 99.1％ 99.1％ 99.1％

収入未済額
（千円）

9,674 - 11,733 - 14,023 - 12,308 - 11,198

収納率 84.9％ 81.5％ 88.3％ 86.3％ 93.3％ 88.8％ 93.0％ 93.3％ 93.4％

収入未済額
（千円）

6,146 - 5,348 - 4,043 - 3,017 - 2,379

収納率 84.4％ 85.8％ 84.8％ 83.8％ 84.2％ 84.4％ 83.8％ 84.8％ 84.0％

収入未済額
（千円）

257,649 - 252,819 - 262,124 - 273,529 - 271,961

収納率 58.9％ 62.0％ 46.0％ 57.0％ 63.9％ 56.2％ 55.3％ 73.7％ 66.4％

収入未済額
（千円）

3,647 - 2,695 - 1,998 - 2,708 - 2,036

納付件数 - - 83件 166件 207件 208件 189件 190件 312件

収入未済額
（千円）

- - 6,346 - 20,943 - 28,147 - 38,477

　下水道の使用者に対して、その使用量に応じて賦課している債権である。徴収委託業者において催告等を実施している。
　R4.3.31現在滞納者数 56,691人
　＜目標未達成の理由＞
　令和2年度から引き続き、厚生労働省からの通知を踏まえ、新型コロナウイルス感染症の影響により料金の支払いが困難な方については、支払い猶予
等の納付相談を実施するとともに、無条件で給水停止の措置を見送ることとしているため、目標値には達していないと考えられる。

　農業集落排水処理施設に接続する家屋等の所有者に対して賦課している債権である。令和3年度より公営企業会計に移行した。
　R4.3.31現在滞納者数 15人
　＜目標未達成の理由＞
　年度末付近に新規調定したものがあるものの、令和3年度より農業集落排水事業が公営企業会計に移行したことで出納整理期間がなくなり、この期間
に収納されたことにより、未達成となった。

　受給者が不当に保護費を受け取る意思がなく、保護費を多く受け取った場合、その全部又は一部を返還する債権である。平成30年10月1日の改正生活
保護法施行により、国税の滞納処分の例により処分を行うことが可能となった。
　R4.5.31現在滞納者数　261人

　地方税法及び久喜市税条例等に基づき課税する債権である。税目は、市民税、固定資産税、軽自動車税、市たばこ税、都市計画税、入湯税がある。
　R4.5.31現在滞納者数　5,146人

　地方税法及び久喜市国民健康保険税条例等に基づき、国民健康保険の被保険者が属する世帯の世帯主に対して課税する債権である。
　R4.5.31現在滞納者数　3,470人

　不実の申請、不正な手段により保護費を受け取った場合、その全部又は一部を徴収する債権である。H26年7月1日の改正生活保護法施行により、国税
の滞納処分の例により処分を行うことが可能となった。
　R4.5.31現在滞納者数　128人

　65歳以上の方を被保険者とする介護保険制度の保険料（債権）である。年金からの特別徴収が主な納付方法となるが、一部被保険者の普通徴収により
収入未済額が発生する。
　R4.5.31現在滞納者数 622人

　保育所の利用に対する保護者の負担金（債権）である。
　R4.5.31現在滞納者数　147人
　＜目標未達成の理由＞
　新型コロナウイルス感染症の影響などにより滞納者からの保育料徴収額が前年度より減少し、全体の収納率としては達成には至らなかった。

　75歳以上の方または障がい認定を受けた65歳以上の方を被保険者とする後期高齢者医療制度の保険料（債権）である。年金からの特別徴収が主な納付
方法となるが、一部被保険者の普通徴収により収入未済額が発生する。
　R4.5.31現在滞納者数　124人

　下水道の供用開始地域内の土地の所有者等に賦課している債権である。原則として3年12分割で納付するものだが、一括納付も認められている。
　R4.3.31現在滞納者数 26人

10
生活保護法第63条返還金（平成
30年10月1日以降）

生活支援課

6 後期高齢者医療保険料 国民健康保険課

7 下水道事業受益者負担金 上下水道経営課

生活保護法第78条徴収金
（平成26年7月1日以降）

生活支援課

4 介護保険料 介護保険課

5 保育所保護者負担金 保育課

40 市税・国民健康保険税の収入未済額の圧縮
41 重点取組債権の適正な管理
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市税 収納課

2 国民健康保険税 収納課

3

8 下水道使用料 上下水道経営課

9
農業集落排水処理事業受益者分
担金

上下水道経営課

債権管理に係る両項目については、５ヵ年の目標は立てず、前年度の実績をベースに
当該年度の目標を立てていく、単年度ごとの進捗管理を行います。なお、斜線部は、毎
年度更新していきます。 資料３ー２



　

No. 主管課 目標となる指標
平成29年度

実績
平成30年度

目標
平成30年度

実績
令和元年度

目標
令和元年度

実績
令和2年度

目標
令和2年度

実績
令和3年度

目標
令和3年度

実績
債権の概要・性質、(目標未達成の債権についてはその理由)債権名

納付件数 166件 179件 181件 181件 69件 69件 53件 55件 61件

収入未済額
（千円）

54,433 - 48,982 - 38,335 - 30,719 - 27,248

納付件数 47件 47件 49件 49件 55件 55件 33件 35件 48件

収入未済額
（千円）

60,715 - 52,596 - 42,849 - 38,539 - 36,499

収納率 - - - - - - - - -

収入未済額
（千円）

- - - - - - - - -

収納率 97.8％ 97.8％ 96.7％ 98.0％ 94.3％ 94.0％ 94.0％ 95.0％ 95.2％

収入未済額
（千円）

349 494 497 - 727 - 689 - 647

収納率 - 100％ 18.5％ 100％ 100％ 100％ 29.9％ 100％ 52.1%

収入未済額
（千円）

10 - 10 - 0 - 18 - 18

16 児童扶養手当返還金 子ども未来課
収入未済額
（千円）

943 850以下 1,092 1,090以下 1,255 1,255以下 1,323 1,274以下 1,207
　対象者が資格喪失の手続きをせずに給付された児童扶養手当の返還金を徴収する債権である。
　R4.5.31現在滞納者数　6人

収納率 100％ - 100％ - - - - - -

収入未済額
（千円）

0 - 0 - - - - - -

収納率 100％ - 100％ - 100％ - - - -

収入未済額
（千円）

0 - 0 - 0 - - - -

収納額
（千円）

47 - - - - - - - -

収入未済額
（千円）

0 - - - - - - - -

収納率 57.8％ 93.0％ 92.6％ 93.0％ 95.1％ 95.1％ 95.9％ 95.9％ 98.4％

収入未済額
（千円）

1,334 - 617 - 501 - 338 - 110

収納率 100％ - - - - - - - -

収入未済額
（千円）

0 - - - - - - - -

収納率 98.3％ 98.2％ 98.2％ 98.0％ 98.6％ 98.3％ 81.8％ 82.0％ 84.3％

収入未済額
（千円）

2,990 - 2,986 - 2,373 - 30,916 - 29,762

収納率 - - - - - - - - -

収入未済額
（千円）

- - - - - - - - -

　受給者が不当に保護費を受け取る意思がなく、保護費を多く受け取った場合、その全部又は一部を返還する債権である。
　R4.5.31現在滞納者数　279人

　不実の申請、不正な手段により保護費を受け取った場合、その全部又は一部を徴収する債権である。
　R4.5.31現在滞納者数　79人

　保護の変更決定等に伴い、過誤払いとなった額を徴収する債権である。
　R4.5.31現在滞納者数　0人

　道路占用者に対し、久喜市道路占用料徴収条例に基づいて徴収している道路占用料、及び水路占用者に対し、久喜市普通河川管理条例に基づいて徴収
している水路占用料である。
　R4.5.31現在滞納者数　0人

　農業集落排水の使用者に対し、使用人数に基づいて賦課している債権である。徴収委託業者において催告等を実施している。令和3年度より公営企業
会計に移行した。
　R4.3.31現在滞納者数 4,209人

　幼稚園に通う園児の保護者から徴収する保育料である。
　R4.5.31現在滞納者数　0人

　市で入所措置している養護老人ホーム入所者及び扶養義務者の負担金（債権）である。
　R4.5.31現在滞納者数　2人

　対象者が資格喪失の手続きをせずに給付されたひとり親家庭等医療費の返還金を徴収する債権である。
　R4.5.31現在滞納者数　1人
　＜目標未達成の理由＞
　対象者に対し催告を行ったが、他市町村に転出していることもあり、未達成となった。

　対象者の所得更正等により発生する児童手当の返還金を徴収する債権である。
　R4.5.31現在滞納者数　0人

　対象者が高額療養費や日本スポーツ振興センター災害給付に該当していたことが事後に発覚したり、医療費の減額査定により自己負担額に差額が生じ
た場合などに発生する子ども医療費の返還金を徴収する債権である。
　R4.5.31現在滞納者数　0人

　放課後児童クラブのうち、合併前の旧鷲宮町の直営による学童保育の保護者負担金（債権）である。
　R4.5.31現在滞納者数　0人

　国民健康保険資格喪失後に国民健康保険を使用した場合における、その医療保険分の返納金を徴収する債権である。
　R4.5.31現在滞納者数　17人

子ども未来課

22 農業集落排水処理施設使用料 上下水道経営課

23 幼稚園保育料 学務課

20 被保険者返納金 国民健康保険課

21 道水路占用料 建設管理課

14
老人ホーム入所者・扶養義務者
負担金

高齢者福祉課
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生活保護法第63条返還金
（平成30年9月30日以前）

生活支援課

12
生活保護法第78条徴収金
（平成26年6月30日以前）

生活支援課

18 子ども医療費返還金 子ども未来課

19 学童保育保護者負担金 保育課

15 ひとり親家庭等医療費返還金 子ども未来課

17 児童手当返還金

13 生活保護費返納金 生活支援課



　

No. 主管課 目標となる指標
平成29年度

実績
平成30年度

目標
平成30年度

実績
令和元年度

目標
令和元年度

実績
令和2年度

目標
令和2年度

実績
令和3年度

目標
令和3年度

実績
債権の概要・性質、(目標未達成の債権についてはその理由)債権名

納付件数 6件 6件 6件 6件 6件 6件 6件 7件 8件

収入未済額
（千円）

113,890 - 112,174 - 110,568 - 109,060 - 106,007

収納率 - - - - - - 98.7％ 100％ 100％

収入未済額
（千円）

- - - - - - 126 - 0

収納額
（千円）

- 21 21 26 25 25 25 25 25

収入未済額
（千円）

619 - 0 - 0 - 0 - 0

本人への納付指導 年2回実施 年2回実施 年2回実施 年2回実施 年2回実施 年2回実施 年2回実施 年2回実施 年2回実施

収入未済額
（千円）

40,369 - 40,369 - 40,369 - 40,369 - 40,369

本人への納付指導 年2回実施 年2回実施 年2回実施 年2回実施 年2回実施 年2回実施 年2回実施 年2回実施 年2回実施

収入未済額
（千円）

18,278 - 20,296 - 22,314 - 25,008 - 26,246

収納率 - - - - - - - 100％ 93.7%

収入未済額
（千円）

- - - - - - - - 85

収納率 89.0％ 89.2％ 89.2％ 89.2％ 89.7％ 89.3％ 89.2％ 89.7％ 89.6％

収入未済額
（千円）

397,999 - 394,631 - 400,420 - 402,782 - 405,842

収納率 - - - - - - - - -

収入未済額
（千円）

- - - - - - - - -

収納率 53.2％ 51.0％ 57.2％ 59.3％ 61.3％ 63.0％ 66.9％ 60.0％ 66.0%

収入未済額
（千円）

5,989 - 6,333 - 6,091 - 5,274 - 5,254

収納率 99.3％ 99.3％ 99.2％ 99.3％ 99.2％ 99.3％ 99.2％ 99.3％ 99.3%

収入未済額
（千円）

3,710 - 4,079 - 3,652 - 2,870 - 3,310

　同和対策事業の一環として行われた住宅資金の貸付に関して、未償還となっている元金及び利子である。
　R4.5.31現在滞納者数　30人

　児童生徒の保護者が負担する学校給食に要する徴収金（債権）である。
　R4.5.31現在滞納者数　107人

  障害者自立支援法に基づく介護給付費の不正請求に伴い生じた損害賠償金（破産手続後に残った未回収債権）である。
　R4.5.31現在滞納者数：1人

　障害者自立支援法に基づく介護給付費の不正請求に伴い生じた損害賠償金に付随する遅延損害金である。
　R4.5.31現在滞納者数：1人

　市有財産の貸付契約にかかる貸付料（債権）である。
　R4.5.31日現在滞納者数 1人
　＜目標未達成の理由＞
　R2年度の収入未済は完納となったが、R3年度の夏祭りが新型コロナウイルス感染拡大の影響により規模縮小での開催だったため、貸付料が納付され
ず、新たに収入未済が発生してしまった。

　水道の使用者に対して、使用量に応じた水道料金を徴収する債権である。徴収委託業者において催告等を実施している。
　R4.3.31現在滞納者数　49,504人
　＜目標未達成の理由＞
　令和2年度から引き続き、厚生労働省からの通知を踏まえ、新型コロナウイルス感染症の影響により料金の支払いが困難な方については、支払い猶予
等の納付相談を実施するとともに、無条件で給水停止の措置を見送ることとしているため、目標値には達していないと考えられる。

　市内の小・中学校に自動車で通勤している教職員に対する協力金（債権）である。
　R4.5.31現在滞納者数　0人

　入学準備金・奨学金貸付に関する債権である。
　R4.5.31現在滞納者数　23人

　市有財産の貸付契約にかかる貸付料（債権）である。
　R4.5.31日現在滞納者数 0人

　空き店舗活用創業等支援事業補助金を交付した事業者が、2年以内に事業を廃業したことにより、空き店舗活用創業等支援事業補助金交付要綱に基づ
き発生した補助金の返還金である。
　債務者の代理人である弁護士から、個人再生申立が行われ、その際に提出した個人再生計画に基づき、当初の債権を5分の1に圧縮し、4年11ヶ月払い
で納付をしている。
　R4.5.31現在滞納者数　1人

障がい者福祉課

28

27 損害賠償金

遅延損害金 障がい者福祉課

24

31 駐車場協力金 教育総務課

29 市有財産貸付収入 菖蒲 総務管理課

30 水道料金 上下水道経営課

私
債
権

住宅資金貸付金元金収入
住宅資金貸付金利子収入

人権推進課

25 市有財産貸付収入
アセットマネジメン
ト推進課

26
空き店舗活用創業等支援事業補
助金返還金

久喜ブランド推進課

33 学校給食費徴収金 学校給食課

32 入学準備金・奨学金 学務課


